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○越前市重度心身障害者等医療費の助成に関する条例施行規則  

平成１７年１０月１日  

規則第１０１号  

改正 平成２０年３月３１日規則第９号  

平成２１年８月２５日規則第３４号  

平成２２年８月３０日規則第３４号  

平成２４年３月２７日規則第１１号  

平成２４年１０月１日規則第５８号  

平成２５年３月１２日規則第１０号  

平成２７年３月２５日規則第１３号  

平成３０年３月２３日規則第１３号  

令和２年３月３０日規則第２７号  

令和２年７月１０日規則第４３号  

令和２年７月１０日規則第４４号  

令和３年３月３１日規則第８号  

(趣旨 )  

第１条 この規則は、越前市重度心身障害者等医療費の助成に関する条例 (平成１

７年越前市条例第１１５号。以下「条例」という。 )の施行に関し必要な事項を

定めるものとする。  

(住所地特例の対象施設 )  

第１条の２ 条例第３条の規則で定める施設は、次に掲げるものとする。  

(１ ) 診療所  

(２ ) 児童福祉法 (昭和２２年法律第１６４号 )第７条第１項に規定する児童福

祉施設 (同法第２７条第１項第３号又は同法第２７条の２の規定による入所措

置がとられた場合に限る。 )  

(３ ) 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律 (平成１７

年法律第１２３号 )第５条第１項の厚生労働省令で定める施設又は同条第２６

項に規定する福祉ホーム  

(４ ) 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第５条第



2/14 

１５項に規定する共同生活援助を行う住居  

(５ ) 独立行政法人国立重度知的障害者総合施設のぞみの園法 (平成１４年法律

第１６７号 )第１１条第１号の規定により独立行政法人国立重度知的障害者総

合施設のぞみの園の設置する施設  

(６ ) 老人福祉法 (昭和３８年法律第１３３号 )第２０条の４又は第２０条の５

に規定する養護老人ホーム又は特別養護老人ホーム (同法第１１条第１項第１

号又は第２号の規定による入所措置がとられた場合に限る。 )  

(７ ) 介護保険法 (平成９年法律第１２３号 )第８条第１１項に規定する特定施

設又は同条第２４項に規定する介護保険施設  

(平２４規則１１・追加、平２５規則１０・一部改正 )  

(所得限度額 )  

第２条 条例第４条に規定する規則で定める額は、特別児童扶養手当等の支給に

関する法律 (昭和３９年法律第１３４号 )第２０条及び第２１条に規定する所得

限度額とする。  

(受給資格の認定申請 )  

第３条 条例第５条第１項の規定による申請は、重度心身障害者等医療費助成金

受給資格登録申請書 (様式第１号 )に必要な書類を添えてしなければならない。  

２ 前項に規定する必要な書類は、受給資格の有無が明らかとなる書類とし、公

簿により確認できると市長が認めたときは、これを省略することができる。  

(受給者証 )  

第４条 条例第５条第１項に規定する受給資格がある旨の証明書は、重度心身障

害者等医療費受給者証 (様式第２号 )又は子ども医療費受給者証 (様式第３号 )(以

下「受給者証」という。 )とする。  

(平３０規則１３・一部改正 )  

(受給者証の再交付 )  

第５条 受給者証の交付を受けた者 (以下「受給者」という。)が受給者証を破り、

汚し、又は失ったときは、重度心身障害者等医療費受給者証再交付申請書 (様式

第４号 )により再交付を受けることができる。  

２ 前項の申請書には、破り、又は汚した受給者証を添えなければならない。  
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３ 受給者が受給者証の再交付を受けた後、失った受給者証を発見したときは、

直ちにこれを市長に返還しなければならない。  

(平３０規則１３・一部改正 )  

(助成の申請 )  

第６条 条例第９条第１項の申請は、重度心身障害者等医療費助成申請書 (請求

書 )(様式第５号 )によってしなければならない。ただし、協力医療機関 (条例第２

条第６項に規定する医療機関をいう。以下同じ。)において療養を受けた場合は、

この限りでない。  

(平２０規則９・平３０規則１３・一部改正 )  

(助成金の交付 )  

第７条 市長は、前条の申請書が提出された場合は、その内容を審査し、適当と

認めたときは、助成の額を決定し、当該助成金を申請者に交付するものとする。  

２ 市長は、条例第３条及び第３条の２に規定する助成対象者が協力医療機関に

おいて療養を受けた場合においては、福井県国民健康保険団体連合会 (以下「国

保連」という。 )又は社会保険診療報酬支払基金 (以下「支払基金」という。 )か

らの報告に基づいて助成の額を決定し、当該助成金を申請者に交付するものと

する。  

(平２０規則９・平３０規則１３・一部改正 )  

(届出事項の変更等 )  

第８条 条例第１１条の規定による届出は、重度心身障害者等医療費受給内容変

更届 (様式第６号 )に受給者証を添えてしなければならない。  

(平３０規則１３・一部改正 )  

(手数料の支払 )  

第９条 市長は、協力医療機関等において条例第２条第６項の手続を行ったとき

は、当該医療機関等に事務手数料を支払うことができる。  

２ 市長は、国保連又は支払基金からの条例第９条第２項の報告に対し、国保連

又は支払基金に事務処理手数料を支払うことができる。  

(平３０規則１３・一部改正 )  

(その他 )  
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第１０条 この規則に定めるもののほか、重度心身障害者等医療費の支給に関し

必要な事項は、市長が別に定める。  

附 則  

この規則は、平成１７年１０月１日から施行する。  

附 則 (平成２０年３月３１日規則第９号 )  

この規則は、平成２０年４月１日から施行する。  

附 則 (平成２１年８月２５日規則第３４号 )  

(施行期日 )  

１ この規則は、平成２１年１０月１日から施行する。  

(経過措置 )  

２ この規則を施行する際現にあるこの規則による改正前の様式により調製した

用紙は、この規則を施行した後においても当分の間、使用することができる。  

附 則 (平成２２年８月３０日規則第３４号 )抄  

(施行期日 )  

１ この規則は、平成２２年１０月１日から施行する。  

(その他 )  

１３ この附則に規定するもののほか、この規則の施行に関し必要な経過措置は、

市長が定める。  

附 則 (平成２４年３月２７日規則第１１号 )  

この規則は、平成２４年４月１日から施行する。  

附 則 (平成２４年１０月１日規則第５８号 )抄  

(施行期日 )  

１ この規則は、公布の日から施行する。  

(経過措置 )  

２ 平成２５年７月３１日までは、この規則を施行する際現にあるこの規則によ

る改正前の様式により調製された用紙は、この規則による改正後の様式により

調製された用紙とみなす。  

３ 平成２５年７月３１日までは、この規則による改正後の様式に係る規定は、

これらの規定中「ひとり親家庭等」とあるのは、「母子家庭等」と読み替えて
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適用するものとする。  

４ 前２項に規定するもののほか、この規則の施行に関し必要な事項は、市長が

別に定める。  

附 則 (平成２５年３月１２日規則第１０号 )  

この規則は、平成２５年４月１日から施行する。ただし、第２条、第８条及び

第１３条の規定は、平成２６年４月１日から施行する。  

附 則 (平成２７年３月２５日規則第１３号 )抄  

(施行期日 )  

１ この規則は、平成２７年８月１日から施行する。ただし、附則第３項及び第

４項の規定及び第６項の規定は、公布の日から施行する。  

(経過措置 )  

２ この規則を施行する際現にあるこの規則による改正前の様式により調製した

用紙は、この規則による改正後の様式により調製された用紙とみなす。  

(準備行為 )  

３ 附則第１項本文に規定する日 (以下「施行日」という。 )に助成対象者となる

ことができる者に係る受給者は、同日前であっても、受給者証の交付の申請を

行うことができる。  

４ 施行日の前日において現に助成対象者である者 (施行日に助成対象者となる

ことができる者に限る。 )に係る受給者は、この規則の施行日までに改正後の受

給者証の交付の申請を行ったとみなす。  

(その他 )  

６ 附則第２項から第４項までに規定するもののほか、必要な経過措置は、市長

が別に定める。  

附 則 (平成３０年３月２３日規則第１３号 )  

(施行期日 )  

１ この規則は、平成３０年４月１日から施行する。ただし、附則第３項及び第

４項の規定及び第５項の規定は、公布の日から施行する。  

(経過措置 )  

２ この規則を施行する際現にあるこの規則による改正前の様式により調製した
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用紙は、この規則による改正後の様式により調製された用紙とみなす。  

(準備行為 )  

３ 附則第１項本文に規定する日 (以下「施行日」という。 )に助成対象者となる

ことができる者は、同日前であっても、受給者証の交付の申請を行うことがで

きる。  

４ 施行日の前日において現に助成対象者である者 (施行日に助成対象者となる

ことができる者に限る。 )に係る受給者は、この規則の施行日までに改正後の受

給者証の交付の申請を行ったとみなす。  

(その他 )  

５ 附則第２項から第４項までに規定するもののほか、必要な経過措置は市長が

別に定める。  

附 則 (令和２年３月３０日規則第２７号 )  

(施行期日 )  

１ この規則は、令和２年１０月１日から施行する。  

(経過措置 )  

２ この規則を施行する際現にあるこの規則による改正前の様式により調製され

た用紙は、この規則による改正後の様式により調製された用紙とみなす。  

附 則 (令和２年７月１０日規則第４３号 )  

この規則は、令和２年８月１日から施行する。  

附 則 (令和２年７月１０日規則第４４号 )  

(施行期日 )  

１ この規則は、令和２年８月１日から施行する。  

(経過措置 )  

２ この規則を施行する際現にあるこの規則による改正前の様式により調製され

た用紙は、この規則による改正後の様式により調製された用紙とみなす。  

附 則 (令和３年３月３１日規則第８号 )  

この規則は、令和３年４月１日から施行する。  
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様式第１号 (第３条関係 )  

(令３規則８・全改 )  

様式第２号 (第４条関係 )  

(令２規則４４・全改 )  

様式第３号 (第４条関係 )  

(令２規則４４・全改 )  

様式第４号 (第５条関係 )  

(令３規則８・全改 )  

様式第５号 (第６条関係 )  

(令３規則８・全改 )  

様式第６号 (第８条関係 )  

(令３規則８・全改 )  

 


